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１ 16年３月期の業績（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

(1) 経営成績                                    （百万円未満切捨） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

16 年 ３ 月 期 

15 年 ３ 月 期 

百万円 

38,470 

38,232 

％ 

0.6 

3.9 

百万円 

713 

880 

％ 

△18.9 

1.6 

百万円 

774 

957 

％ 

△19.1 

1.0 

 
当 期 純 利 益 

1株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

16 年 ３ 月 期 

15 年 ３ 月 期 

百万円 

410 

△1,880 

％ 

－ 

－ 

円 銭 

16.68 

△74.33 

円 銭 

――――

――――

％ 

2.0 

△8.8 

％ 

2.2 

2.7 

％ 

2.0 

2.5 

（注）①期中平均株式数   16年3月期 24,604,303株  15年3月期 25,295,207株   

②会計処理の方法の変更    有 

③売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は，対前年前期増減率 
 
(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金  
 

 中間 期末 

配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率 

 

16年３月 期 

15年３月 期 

円  銭 

13.00 

13.00 

円  銭 

0.00 

0.00 

円  銭 

13.00 

13.00 

百万円 

312 

328 

％ 

77.9 

－ 

％ 

1.5 

1.6 
 
(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

 

16 年 ３ 月 期 

15 年 ３ 月 期 

百万円 

35,686 

35,643 

百万円 

21,397 

20,268 

％ 

60.0 

56.9 

円   銭 

890.96 

801.46 

（注）①期末発行済株式数  16年3月期 24,016,034株  15年3月期 25,289,714株   

②期末自己株式数      16年3月期  1,283,966株  15年3月期     10,286株   
 
(4) キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 

16 年 ３ 月 期 

15 年 ３ 月 期 

百万円 

4,862 

6,793 

百万円 

△3,699 

△3,263 

百万円 

△880 

△56 

百万円 

6,605 

6,323 
 
２ 17年３月期の業績予想(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

19,500 

40,000 

百万円 

400 

1,000 

百万円 

220 

540 

円  銭 

     0.00 

――――― 

円  銭 

――――― 

   13.00 

円  銭 

―――――

   13.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）22円48銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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１．企業集団等の状況 
 当社の企業集団は、当社、親会社（大和ハウス工業株式会社）で構成され、住宅用建材製品の製造・販売、

オフィス家具等の製造・販売、事務機器等のリース・レンタル、及び損害保険・生命保険の募集代理業、その

他不動産の賃貸を主な内容として、事業活動を展開しております。親会社大和ハウス工業株式会社へは、住宅

用建材製品・商品の販売及び展示場建物等の不動産の賃貸を行っております。 

 なお、子会社はなく、連結財務諸表は作成しておりません。 

 

２．経営方針 

（1）経営の基本方針 

 当社は、ビジネスの場や家庭での生活空間の全般に関与し、暮らしと産業のさまざまな分野に豊かさと快適

さを提供していくことを企業理念としております。この企業理念に基づき、住器事業、オフィス・建設事業、

リース事業及び保険事業の各分野において顧客満足度の向上とサービスの追求に努めながら、社会情勢とライ

フスタイルが急速に変貌を遂げる現在、真にお客様にご満足いただく商品をスピーディに開発していくことに

努めてまいります。 

（2）利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策として、業績を勘案しながら成果の配分を行うことを基本

方針としております。当面は、社会ニーズに応えるための商品開発及び生産設備への投資など企業基盤拡大の

ため、財務体質の強化を図りながら、利益の状況に応じて柔軟な利益還元を心がけてまいります。 

（3）目標とする経営指標 

 当社は、売上高及び経常利益の安定的拡大と、企業の成長性、収益性、効率性をさらに高めることにより、

売上高経常利益率の向上を目指しております。 

（4）中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

 当社は、前述の基本方針に基づき、経営基盤の安定化と持続的成長を図るため、特に住器事業を主たる

事業と位置づけ、高付加価値商品の開発、生産効率の向上と人材育成の強化などにより、競争力と収益力

のある経営体質の構築に努めてまいります。 

（5）コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方およびその施策の実施状況 

（基本的な考え方） 

 当社は、株主利益のみならず、お客様・取引先・従業員など全てのステークホルダー（利害関係者）に

配慮し、企業の永続的な発展を目指すために適した体制の選択・運用がコーポレート・ガバナンスである

と考えております。このために迅速な意思決定、内部統制機能の充実・コンプライアンス（法令遵守）・

経営の透明性確保を図り、経営の効率化に努めております。 

（会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制

の状況） 
 当社は、監査役制度を採用しており、監査役３名のうち２名が社外監査役です。第三者によるガバナン

スへの関与の状況は、コンプライアンス等について顧問弁護士に必要に応じ適宜アドバイスを受けており

ます。会計監査人は監査法人トーマツを選任しております。 

業務執行・監視、内部統制の仕組みの概要を図示すると次のとおりです。 

 

 

 

             選任・解任        選任・解任    選任・解任 

 

                    監視 

 

 

            選任・監督 

                           業務監査      会計監査 

                             

 

 

 

 

 

                        

                         業務監査 
 

 

株 主 総 会 

取 締 役 会 監 査 役 会

代 表 取 締 役 

内 部 監 査 室

業 務 部 門 

会 計 監 査 人 
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 取締役会は取締役１０名（平成16年3月31日現在）で構成され、迅速な意思決定と機動的な経営ができ

る効率的な体制をとっております。取締役会は原則として毎月１回開催し、業務の執行状況について報告

を受け、経営に関する重要事項を迅速に決定しております。さらに取締役の任期は経営責任を明確にする

ため１年としております。 

 監査役は、原則として全ての取締役会に出席し、積極的に意見を述べるなど業務執行の監視を行ってお

ります。今期は取締役会を１４回開催し、常勤監査役、社外監査役も出席しました。 

 内部監査室は監査役と連携し、支店・営業所・工場といった業務実施部門を対象に、経営目標に関する

プロセスを重視した業務監査を実施しております。 

（6）関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針 

 親会社大和ハウス工業株式会社は、当社への出資比率46.5％の大株主であり、また当社の最大顧客（依存度

54.7％）でもあります（平成１６年３月３１日現在）。今後も大株主、最大顧客の関係は維持しつつ、グルー

プ外部への販売強化を図ることによって全体の売上高及び利益を拡大していく方針であります。 

 

３．経営成績及び財政状態 

ａ．経営成績 
（1）当期の概況 

 当期におけるわが国経済は、中国や米国への輸出及び企業の設備投資拡大などに支えられて景気回復に向け

た動きがみられました。また、企業収益の改善などを受け日経平均株価が１万円台を回復するなど企業の業況

観にも明るさがみられましたが、個人消費はデジタル家電など一部商品が売上好調だったものの、冷夏や食材

に対する不安により総じて横ばいで推移しました。 

 当社の事業に関連する住宅業界におきましては、ローン減税の適用期限や長期金利上昇の予測をにらんだ駆

け込み需要があり、今年度の新設住宅着工戸数が１１７万戸と前年度を上回りましたものの、建設業界におき

ましては公共投資の抑制などで依然として厳しい状況で推移いたしました。 

 このような環境のなか、当社の主な業況は以下のとおりです。住器部門では住宅用建材製品の住宅メーカー

への販売を強化し、また、カーテンなどインテリア商品を新規投入することによって売上高の増加を図りまし

た。オフィス・建設部門では特に病院や老人保健施設、官公庁への営業に注力いたしました。また、リース部

門では各種イベント向けや官公庁向け備品レンタル事業の営業強化に努めました。 

 以上のような諸施策を講じてまいりましたが、リース部門（主に備品レンタル事業）の価格競争の激化に伴

う売上高の減少及び原価率の悪化などにより、当期の売上高は３８４億７０百万円（前年比0.６％増）と微増

になりましたが、利益につきましては、経常利益７億７４百万円（前年比１９．１％減）、当期純利益は４億

１０百万円（前年度は特別損失として退職給付未認識差異の一括償却ほか、４１億６６百万円を計上したた

め、１８億８０百万円の当期純損失）となりました。 

（2）営業の部門別状況 

 ＜住器部門＞ 

 住器部門では住宅用建材製品及び集合住宅用建材製品が新たに住宅メーカーに採用され、インテリア商品

の中では中高級グレードのカーテンの新商品の投入が売上増に寄与しました。また、住宅及びマンシ

ョン購入顧客へのインテリア販売会の実施により販売拡大に努めました。 

 以上の結果、当事業の売上高は２０８億５６百万円（前年比５.０％増）となりました。 

 ＜オフィス・建設部門＞ 

 オフィス・建設部門では官公庁向け営業を強化したほか、病院や老人保健施設向けの内装工事及び家具の開

発や提案、ホームセンター向け商品の開発と販売、小型店舗向けに内装まで含めた総合的な提案などを行い、

販売拡大に努めてまいりましたが、建設工事の需要が減少したことが大きく影響し、当事業の売上高は４５億

５７百万円（前年比８.６％減）となりました。 

 ＜リース部門＞ 

 リース部門では積極的に指名競争入札に参加し官公庁からの需要の取り込みを図ったほか、国体や高校総体

など各種イベント向けの備品・機器レンタルの営業強化及びマンション販売事務所やモデルルームへの提案営

業により販売の拡大に努めてまいりました。しかしながら公共、民間工事とも需要が減少したことが影響し、

当事業の売上高は７３億３７百万円（前年比１０.１％減）となりました。 

 ＜不動産賃貸＞ 

 主に大和ハウス工業株式会社に対して住宅展示場やホームセンターの施設を賃貸しております。当期は展示

場の建替え棟数が増えたことなどにより、売上高は４９億９６百万円（前年比１０．８％増）となりました。 
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（3）次期の見通し 

 今後の経済情勢は、引き続き輸出と設備投資を中心に景気回復局面が持続するとみられますが、円高の進行

により輸出が減速する懸念もあります。また、デフレが長期化し、失業率も高止まりするなかで個人消費の本

格的回復は期待できないと思われます。 

 このようななかで、当社は、４月１日付で組織の見直しを行っており、オフィス・業務用家具の販売を主と

するオフィスシステム事業部と建設事業部を統合しスペースシステム事業部と改め、経営体制の強化を図りま

す。また、技術本部内の商品開発部、品質管理部をそれぞれ商品開発本部、生産品質管理本部とし各部門の機

能を強化します。さらに、新人事制度に基づく成果主義に徹し意識高揚を図るなど全社一体となり経営体制の

強化に努めてまいる所存でございます。 

 来期の業績の見通しといたしましては売上高４００億円、経常利益１０億円、当期純利益５億４０百万円を

見込んでおります。 

（注意事項） 

 上記の業績見通しは、現時点において当社が合理的と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は見

通しと大きく異なることがあります。業績に影響を及ぼす可能性があると考えられるリスク等のうち主な事項

は、規制や税制の改正、金利の変動、住宅着工戸数や主要取引先への販売動向などですが、これらの事項に限

りませんので、ご留意ください。 

 

b．財政状態 
①キャッシュ・フローの状況 

 当期末における現金及び現金同等物は、66億5百万円と前年同期と比べ２億82百万円の増加となりました。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、48億62百万円の収入となり、前年同期と比べ19億30百万円の減少

となりました。これは主に売上債権の減少額が21億3百万円（前年同期は27億13百万円）、法人税等の支払が

６億14百万円（前年同期は１億28百万円の支出）及び、厚生年金基金への掛金の一括拠出（退職給付引当金

の減少額に含む）が５億93百万円あったこと等によるものです。また、前期の税引前当期純損失30億15百万

円は、主に退職給付未認識差異を一括償却したことによるものであり、その結果キャッシュ・フローには影

響しない退職給付引当金が36億67百万円増加しています。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、36億99百万円（前年同期は32億63百万円）の支出となりました。

これは主にリース用機器・賃貸用不動産等の有形固定資産の取得によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、８億80百万円（前年同期は56百万円）の支出となりました。これ

は主に自己株式の取得に４億52百万円、配当金の支払いに３億28百万円あったことによるものであります。 

 
②キャッシュ・フローの指標 

 
平成15年３月期 平成16年３月期 

自己資本比率 56.9％ 60.0％ 

時価ベースの自己資本比率 24.1％ 29.3％ 

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 １．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ２．債務償還年数およびインタレスト・カバレッジ・レシオについては、借入金がない為記載しておりませ  

ん。 
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４．【財務諸表等】  

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  6,323,215  6,605,875

２．受取手形  1,499,922  1,306,923

３．売掛金 ※４ 7,743,993  6,203,364

４．商品  272,760  218,346

５．製品  336,730  420,644

６．原材料  530,901  467,242

７．仕掛品  7,844  5,295

８．貯蔵品  204,849  16,414

９．前払費用  188,579  199,262

10．繰延税金資産  147,093  248,817

11．その他  161,970  155,932

12．貸倒引当金  △35,532  △38,302

流動資産合計  17,382,328 48.8  15,809,816 44.3

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

社用資産   

１．建物  2,265,164 2,292,634 

減価償却累計額  1,377,710 887,454 1,452,424 840,209

２．構築物  238,535 251,761 

減価償却累計額  181,955 56,579 192,781 58,979

３．機械装置  610,585 594,239 

減価償却累計額  321,129 289,455 346,975 247,263

４．車両運搬具  15,417 15,417 

減価償却累計額  14,534 882 14,574 843

５．工具器具備品  832,525 870,359 

減価償却累計額  690,829 141,695 744,627 125,732

６．土地 ※５ 2,685,180  2,685,180
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前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

貸与資産   

１．リース用機器  5,513,837 4,778,134 

減価償却累計額  4,000,127 1,513,710 3,282,661 1,495,473

２．賃貸用不動産  13,787,053 14,100,293 

減価償却累計額  7,459,741 6,327,312 7,143,700 6,956,593

３．建設仮勘定  50,000  －

有形固定資産合計  11,952,271 33.5  12,410,276 34.8

(2）無形固定資産  26,712 0.1  26,712 0.1

(3）投資その他の資産   

１．投資有価証券  598,061  1,702,728

２．関係会社株式  1,577,160  3,066,572

３．破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

 29,692  19,869

４．長期前払費用  142,995  120,127

５．敷金  593,449  570,124

６．差入保証金  84,468  59,367

７．繰延税金資産  2,924,581  1,611,850

８．再評価に係る繰延税
金資産 

※５ 43,270  －

９．その他  318,489  308,785

10．貸倒引当金  △29,692  △19,869

投資その他の資産合計  6,282,477 17.6  7,439,555 20.8

固定資産合計  18,261,461 51.2  19,876,545 55.7

資産合計  35,643,790 100.0  35,686,362 100.0

   

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金  6,889,144  6,542,043

２．未払金  171,099  62,219

３．未払費用  361,907  319,564

４．未払法人税等  384,250  －

５．前受金 ※４ 362,343  555,006

６．預り保険料  487,529  709,582
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前事業年度 

（平成15年３月31日） 
当事業年度 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

７．預り金 ※４ 155,241  166,863

８．賞与引当金  274,178  367,014

流動負債合計  9,085,693 25.5  8,722,294 24.4

Ⅱ 固定負債   

１．退職給付引当金  4,567,961  4,020,041

２．長期預り金 ※４ 1,721,359  1,546,789

固定負債合計  6,289,320 17.6  5,566,830 15.6

負債合計  15,375,014 43.1  14,289,125 40.0

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 4,345,843 12.2  4,345,843 12.2

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金  5,328,364 1,100,000 

２．その他資本剰余金   

(1）資本準備金減少差益  － 4,228,364 

資本剰余金合計  5,328,364 14.9  5,328,364 14.9

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  455,600 － 

２．任意積立金   

(1）配当準備積立金  700,000 － 

(2）圧縮記帳積立金  40,047 38,060 

(3）別途積立金  11,300,000 9,800,000 

３．当期未処分利益又は 
  当期未処理損失(△) 

 △1,854,356 885,072 

利益剰余金合計  10,641,290 29.9  10,723,133 30.1

Ⅳ 土地再評価差額金 ※５ △63,307 △0.2  △106,578 △0.3

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

 19,955 0.1  1,562,026 4.4

Ⅵ 自己株式 ※３ △3,369 △0.0  △455,552 △1.3

資本合計  20,268,775 56.9  21,397,236 60.0

負債及び資本合計  35,643,790 100.0  35,686,362 100.0
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  

１．製品売上高  8,523,848 9,164,387 

２．商品売上高  18,160,526 18,120,090 

３．リース売上高  6,245,123 5,388,580 

４．その他の売上高  5,303,303 38,232,801 100.0 5,797,203 38,470,261 100.0

Ⅱ 売上原価   

１．商製品期首たな卸高  825,841 609,490 

２．当期商品仕入高  15,940,926 15,959,218 

３．当期製品製造原価  5,924,505 6,167,590 

合計  22,691,274 22,736,299 

４．商製品期末たな卸高  609,490 638,991 

当期商製品売上原価  22,081,783 22,097,307 

５．当期リース原価  4,441,496 4,393,096 

６．その他の売上原価  4,144,442 30,667,721 80.2 4,723,322 31,213,726 81.1

売上総利益  7,565,080 19.8  7,256,534 18.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．運賃  575,986 556,463 

２．販売手数料  20,614 30,929 

３．広告宣伝費  91,114 40,713 

４．貸倒引当金繰入額  5,984 21,446 

５．役員報酬  102,396 93,339 

６．従業員給料手当  2,539,025 2,519,551 

７．賞与  241,590 236,484 

８．賞与引当金繰入額  250,345 334,412 

９．退職給付引当金繰入額  577,394 295,874 

10．法定福利費  390,769 412,740 

11．福利厚生費  52,641 50,227 

12．交際費  8,273 9,788 

13．旅費交通費  315,148 323,312 

14．通信費  135,533 129,176 

15．修繕費  2,896 9,223 
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前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

16．事務用品費  68,172 75,529 

17．租税公課  57,039 54,119 

18．賃借料  728,272 767,754 

19．保険料  33,310 32,853 

20．水道光熱費  63,284 60,712 

21．諸手数料  11,409 15,471 

22．減価償却費  57,661 49,335 

23．雑費  355,932 6,684,798 17.5 423,165 6,542,625 17.0

営業利益  880,281 2.3  713,909 1.9

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息  230 155 

２．受取配当金 ※１ 54,279 35,776 

３．仕入割引  8,254 7,755 

４．雑収入  17,602 80,366 0.2 22,051 65,738 0.1

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  7 7 

２．売上割引  1,862 1,320 

３．固定資産除却損  － 2,491 

４．雑支出  1,098 2,967 0.0 1,034 4,854 0.0

経常利益  957,679 2.5  774,793 2.0

Ⅵ 特別利益   

１．投資有価証券売却益  － 7,600 

２．厚生年金基金代行部分
返上益 

 193,621 193,621 0.5 － 7,600 0.0

Ⅶ 特別損失   

１．ゴルフ会員権評価損  － 6,400 

２．ゴルフ会員権売却損  － 1,384 

３．投資有価証券評価損  420,555 － 

４．退職給付未認識差異一
括償却 

 3,452,115 － 

５．その他  293,899 4,166,571 10.9 － 7,784 0.0
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前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△) 

 △3,015,270 △7.9  774,609 2.0

法人税、住民税及び事
業税 

 551,000 207,000 

法人税等調整額  △1,686,000 △1,135,000 △3.0 157,000 364,000 0.9

当期純利益又は当期純
損失（△） 

 △1,880,270 △4.9  410,609 1.1

前期繰越利益  25,913  18,863

利益準備金取崩額  －  455,600

当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

 △1,854,356  885,072
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③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１．税引前当期純利益又は税引前当期
純損失（△） 

 △3,015,270 774,609 

２．減価償却費  2,959,543 2,822,711 

３．有形固定資産除却損  153,849 126,468 

４．投資有価証券評価損  420,555 － 

５．投資有価証券売却益  － △7,600 

６．貸倒引当金繰入額  5,984 21,446 

７．退職給付引当金の増加額     
（△減少額） 

 3,667,451 △547,920 

８．受取利息及び受取配当金  △54,509 △35,931 

９．支払利息  7 7 

10．売上債権の減少額  2,713,123 2,103,629 

11．たな卸資産の減少額  229,518 225,141 

12．仕入債務の減少額  △244,191 △347,100 

13．その他  31,774 305,997 

小計  6,867,837 5,441,459 

14．利息及び配当金の受取額  54,509 35,881 

15．利息の支払額  △7 △7 

16．法人税等の支払額  △128,968 △614,401 

営業活動によるキャッシュ・フロー  6,793,371 4,862,932 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１．有形固定資産の取得による支出  △3,271,725 △3,782,339 

２．投資有価証券の売却による収入  － 9,600 

３．その他  7,865 73,232 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,263,859 △3,699,507 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１．自己株式の取得  － △452,182 

２．配当金の支払額  △328,880 △328,766 

３．その他  272,570 △99,816 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △56,310 △880,765 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  3,473,201 282,660 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  2,850,013 6,323,215 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  6,323,215 6,605,875 
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④【利益処分計算書】 

  前事業年度 当事業年度 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益又は当期
未処理損失（△） 

  △1,854,356  885,072 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

１．圧縮記帳積立金取崩高  1,986  2,740  

２．配当準備積立金取崩高  700,000  －  

３．別途積立金取崩高  1,500,000 2,201,986 － 2,740 

合計   347,629  887,812 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  328,766  312,208  

２．任意積立金      

  別途積立金  － 328,766 500,000 812,208 

Ⅳ 次期繰越利益   18,863  75,604 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品、製品、仕掛品、原材料 

総平均法に基づく原価法 

商品、製品、仕掛品、原材料 

同左 

 販売用土地 

個別法に基づく原価法 

───── 

 貯蔵品 

最終仕入原価法に基づく原価法 

貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

賃貸用不動産 

賃貸借契約期間（主に４年・15年及

び20年）に基づく定額法 

 

有形固定資産 

賃貸用不動産 

同左 

 

リース用機器 

定額法（主な耐用年数５～10年） 

（会計処理方法の変更） 

リース用機器の減価償却方法について

は、従来、定率法によっていました

が、当期より定額法に変更しました。

これは、リース部門における売上高が

リース料総額をリース期間で均等按分

して計上されるのに対応し、リース用

機器の費用配分額も均等化することに

より、より収益に対応した費用の期間

配分を適正化するために行ったもので

あります。なお、この変更は、当期よ

り原価管理をより適切に行うことがで

きる新しいシステムへの変更を進めて

おり、また、リース部門において販売

拡大のため新規事業を開始したことを

契機に行ったものです。 

この変更により、従来の方法によった

場合に比べ、売上原価は183,684千円

少なく、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は、それぞれ同額多く計

上されています。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 その他の有形固定資産 

定率法 

取得価額10万円以上20万円未満の少

額減価償却資産については、３年間

均等償却をしています。 

また、平成11年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）につ

いては定額法によっています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

建物          31～38年

(建物附属設備については主に15年)

機械装置        10～13年

工具器具備品      ２～10年

リース用機器      ５～10年

その他の有形固定資産 

定率法 

取得価額10万円以上20万円未満の少

額減価償却資産については、３年間

均等償却をしています。 

また、平成11年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）につ

いては定額法によっています。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。 

建物          31～38年

(建物附属設備については主に15年)

機械装置        10～13年

工具器具備品      ２～10年

 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率法

により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については、財務内容評価法によ

り、回収不能見込額を計上していま

す。 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充当するため、

当期に負担すべき支給見込額を計上し

ています。 

賞与引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産

に基づき、当期末において発生してい

ると認められる額を計上しています。

なお、会計基準変更時差異、数理計算

上の差異及び過去勤務債務は、発生年

度に一括処理する方針としています。

退職給付引当金 

同左 

 （追加情報） 

当社の加入している大和ハウス工業厚

生年金基金は、厚生年金基金の代行部

分について、平成14年10月28日に厚生

労働大臣から将来分支給義務免除の認

可を受けています。厚生年金基金の代

行部分返上に関し、「退職給付会計に

関する実務指針（中間報告）」（日本

公認会計士協会会計制度委員会報告第

13号）第47-２項に定める経過措置を

適用し、厚生労働大臣から将来分支給

義務免除の認可を受けた日において代

行部分に係る退職給付債務と返還相当

額の年金資産を消滅したものとみなし

て会計処理しています。本処理に伴う

影響額として、193,621千円を特別利

益に計上しています。なお、当期末に

おける返還相当額は、1,331,362千円

であります。 

当社は、退職金制度の抜本的な見直し

を行っており、新たな年金制度への移

行や退職一時金規程については勤務年

数をベースとした規程から成果主義を

ベースとした規程への改定に着手して

おり、代行部分返上はこの見直しの一

環で行われたものであります。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 （会計処理方法の変更） 

株価の下落による年金資産の運用成績

の悪化と退職給付債務の計算の基礎と

なる割引率の3.5％から2.5％への変更

等により、当期末現在において、退職

給付に係る未認識の差異が3,452,115

千円（未認識数理計算上の差異

2,600,747千円、会計基準変更時差異

851,368千円）と退職給付債務残高

6,550,501千円に対し50％を超える水

準まで累積しました。かかる状況下

で、未認識の差異について、従来どお

りの方法で費用処理することは、当該

未認識の差異を将来の相当期間にわ

たって繰り延べて分割認識することに

なり、結果として財務の健全性を著し

く損なうこととなります。 

このため、厚生年金基金の代行部分に

ついて、平成14年10月28日付で厚生労

働大臣から将来分支給義務免除の認可

を受けたこと及び退職一時金規程の抜

本的な改定や新たな年金制度への移行

に着手したこと並びに株式組入れ率の

大幅引下げ等の年金資産運用方針の抜

本的な見直し等を実施したことに伴

い、会社の退職給付制度の状況を適

時・適切に財務諸表に反映させ、もっ

て財務の健全化を図るため、退職給付

に係るすべての未認識の差異を「発生

年度に一括処理」する方針とし、数理

計算上の差異の処理年数については、

従来の「発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額を

発生の翌期から費用処理」する方法か

ら「発生年度に一括処理」する方法

に、また、会計基準変更時差異につい

ては「15年による按分額を費用処理」

する方法から「当期において一括処

理」する方法に変更しました。 

当該変更は、大和ハウス工業株式会社

のグループ方針に基づき行われたもの

であります。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 この変更に伴い、当期末における未認

識数理計算上の差異2,600,747千円と

会計基準変更時差異851,368千円の合

計額3,452,115千円を退職給付未認識

差異一括償却として特別損失に計上し

た結果、税引前当期純利益は

3,452,115千円減少し、税引前当期純

損失を計上しています。 

なお、当該会計処理方法の変更が当下

半期に行われたのは、厚生年金基金の

代行返上の認可等が当下半期に行われ

たことによるものです。従って、当中

間期は従来の方法によっており、変更

を行った場合に比べ、当中間期の税引

前中間純利益は2,519,965千円多く計

上されています。 

 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

います。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する、流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資であります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっています。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 (2）自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基準

第１号）が平成14年４月１日以降に

適用されることになったことに伴

い、当期より適用しています。これ

による損益に与える影響は軽微であ

ります。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当期における貸借対照表の資本

の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しています。 

(2）会計処理方法の変更 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当期より適用し

ています。なお、これによる影響は

ありません。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (3）１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）及

び「１株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成14年４月

１日以降開始する事業年度から適用

されることになったことに伴い、当

期より適用しています。なお、これ

による影響はありません。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

 
前事業年度 

（平成15年３月31日） 
 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

 
 １ 
  

 
受取手形裏書譲渡高 162,796千円
  

 
 １
  

 
受取手形裏書譲渡高 184,860千円
   

※２ 
  

 
会社が発行する株式総数 普通株式 80,000千株

発行済株式総数     普通株式 25,300千株
  

 
※２
  

 
会社が発行する株式総数 普通株式 80,000千株

発行済株式総数     普通株式 25,300千株
  

※３ 自己株式 ※３ 自己株式 
  

当期末における保有株式 普通株式 10,286株
  

  
当期末における保有株式 普通株式 1,283,966株
  

※４ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりです。 

※４ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりです。 

 
 
売掛金 2,646,200千円

前受金 88,131千円

預り金 83,752千円

長期預り金 1,616,436千円
  

 
 
売掛金 2,397,288千円

前受金 120,407千円

預り金 71,752千円

長期預り金 1,448,487千円
  

※５ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律

第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金資産」として

資産の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として資本の部に計上していま

す。 

※５ 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成13年３月31日公布法律

第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額については、当該評価差額に係る税

金相当額について回収可能性を勘案した上で控除

し、「土地再評価差額金」として資本の部に計上

しています。 

 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条４号に定める地価

税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算出するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算出した価額に合理的調整を行って算定し

ています。 

 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条４号に定める地価

税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算出するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算出した価額に合理的調整を行って算定し

ています。 

 
 
再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお
ける時価と再評価後の帳簿価額
との差額 

68,739千円

  

 
 
再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお
ける時価と再評価後の帳簿価額
との差額 

278,854千円

  
 ６ ──────  ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

1,455,448千円です。 
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（損益計算書関係） 

 
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 
当事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ 関係会社との取引 ※１ 関係会社との取引 

 
 
売上高 19,495,409千円

受取配当金 23,091千円
  

 
 
売上高 21,045,498千円

受取配当金 23,091千円
  

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目との関係 
 
現金及び預金勘定 6,323,215千円

現金及び現金同等物 6,323,215千円
  

 
現金及び預金勘定 6,605,875千円

現金及び現金同等物 6,605,875千円
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（リース取引関係） 

前事業年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．借手側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 車両運搬具  工具器具備品  合計 

取得価額相当額 24,972千円 125,523千円 150,495千円

減価償却累計額相当額 14,948千円 48,737千円 63,685千円

期末残高相当額 10,024千円 76,786千円 86,810千円
  

取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」によっています。 

(2）未経過リース料期末残高相当額 
 

 １年以内  １年超  合計 

 32,994千円 53,815千円 86,810千円
  

未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み法」によっています。 

(3）支払リース料（減価償却費相当額） 
 

支払リース料（減価償却費相当額） 33,295千円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 

２．貸手側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 
 

 建物 

取得価額 6,943,800千円

減価償却累計額 4,209,786千円

期末残高 2,734,013千円
  

(2）未経過リース料期末残高相当額 
 

 １年以内  １年超  合計 

 1,541,941千円 1,259,249千円 2,801,190千円
  

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 
 

受取リース料 1,808,457千円

減価償却費 1,699,466千円

受取利息相当額 87,078千円
  

(4）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額との差額を利息相当額とし各期への配分方法については、利息法

によっています。 

 （注） 上記のほか、転貸リースに係る未経過リース料期末残高相当額（借手側同額）は、次のとお

りです。 

未経過リース料期末残高相当額 
 

 １年以内  １年超  合計 

 1,523,553千円 2,053,900千円 3,577,453千円
  
オペレーティング・リース取引 

１．借手側 

未経過リース料 
 

 １年以内  １年超  合計 

 495,707千円 7,166,342千円 7,662,050千円
  
２．貸手側 

未経過リース料 
 

 １年以内  １年超  合計 

 881,052千円 12,736,076千円 13,617,129千円
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当事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．借手側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 車両運搬具  工具器具備品  合計 

取得価額相当額 31,584千円 150,306千円 181,890千円

減価償却累計額相当額 10,649千円 67,317千円 77,966千円

期末残高相当額 20,934千円 82,989千円 103,923千円
  

取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」によっています。 

(2）未経過リース料期末残高相当額 
 

 １年以内  １年超  合計 

 43,586千円 60,337千円 103,923千円
  

未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み法」によっています。 

(3）支払リース料（減価償却費相当額） 
 

支払リース料（減価償却費相当額） 39,373千円
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 

２．貸手側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 
 

 建物 

取得価額 7,190,743千円

減価償却累計額 3,611,848千円

期末残高 3,578,894千円
  

(2）未経過リース料期末残高相当額 
 

 １年以内  １年超  合計 

 1,322,537千円 2,299,308千円 3,621,846千円
  

(3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 
 

受取リース料 2,024,462千円    

減価償却費 1,912,461千円    

受取利息相当額 91,529千円    
  

(4）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額との差額を利息相当額とし各期への配分方法については、利息法

によっています。 

 （注） 上記のほか、転貸リースに係る未経過リース料期末残高相当額（借手側同額）は、次のとお

りです。 

未経過リース料期末残高相当額 
 

 １年以内  １年超  合計 

 1,447,205千円 630,306千円 2,077,512千円
  
オペレーティング・リース取引 

１．借手側 

未経過リース料 
 

 １年以内  １年超  合計 

 464,104千円 6,290,518千円 6,754,623千円
  
２．貸手側 

未経過リース料 
 

 １年以内  １年超  合計 

 846,435千円 11,650,106千円 12,496,542千円
  

 



－  － 22

 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成15年３月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 

株式 1,553,468 1,606,252 52,783 

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 

株式 517,658 498,469 △19,188 

合計 2,071,127 2,104,722 33,595 

 

時価評価されていない主な有価証券 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 70,500 

 

当事業年度（平成16年３月31日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの 

株式 2,060,742 4,690,701 2,629,958 

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの 

株式 10,384 10,100 △284 

合計 2,071,127 4,700,801 2,629,674 

 

当事業年度中に売却したその他有価証券 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

9,600 7,600 － 

 

時価評価されていない主な有価証券 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 68,500 
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（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

前事業年度 当事業年度 

(1）採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と

大和ハウス工業厚生年金基金制度を併用しておりま

す。 

(1）採用している退職給付制度の概要 

同左 

(2）退職給付債務に関する事項(平成15年３月31日現在) (2）退職給付債務に関する事項(平成16年３月31日現在)
 

退職給付債務 △6,550,501千円

年金資産 1,982,540千円

退職給付引当金 △4,567,961千円
  

 
退職給付債務 △7,096,169千円

年金資産 3,076,128千円

退職給付引当金 △4,020,041千円
  

(3）退職給付費用に関する事項 

（平成14年４月１日から平成15年３月31日まで） 

(3）退職給付費用に関する事項 

（平成15年４月１日から平成16年３月31日まで） 
 

勤務費用 305,400千円

利息費用 226,205千円

期待運用収益 △115,013千円

会計基準変更時差異の費用処
理額 

77,536千円

数理計算上の差異の費用処理
額 

143,959千円

退職給付未認識差異一括償却
額 

3,452,115千円

厚生年金基金代行部分返上益 △193,621千円

退職給付費用 3,896,582千円
  

 
勤務費用 352,436千円

利息費用 163,763千円

数理計算上の差異の費用処理
額 

△187,191千円

退職給付費用 329,007千円
  

(4）退職給付債務の計算の基礎に関する事項 (4）退職給付債務の計算の基礎に関する事項 
 

割引率 2.5％

期待運用収益率 3.5％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
  

 
割引率 2.5％

期待運用収益率 0.0％

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数 発生年度一括処理
  

 （注） 重要な会計方針４．引当金の計上基準

「退職給付引当金」（追加情報）に記載

のとおり、当期に厚生年金基金の代行部

分の返上を行い「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」に定める経過措

置を適用しています。また、（会計処理

方法の変更）に記載のとおり、数理計算

上の差異については発生年度に一括処理

する方法に、会計基準変更時差異につい

ては当期において一括処理する方法に変

更しています。 

 （注） 平成16年４月１日を施行日として、退職

一時金制度をポイント制退職金制度に改

定しました。これによる影響額は算定中

であります。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
 
（繰延税金資産） 

未払事業税及び未払事業所税 36,819千円

減価償却費 1,182,321千円

退職給付引当金 1,754,433千円

賞与引当金 91,938千円

その他 45,817千円

繰延税金資産合計 3,111,330千円

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △13,639千円

圧縮記帳積立金 △26,014千円

繰延税金負債合計 △39,654千円

繰延税金資産の純額 3,071,675千円
  

 
（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 70,821千円

減価償却費 1,104,030千円

退職給付引当金 1,574,902千円

賞与引当金 149,007千円

その他 53,695千円

繰延税金資産合計 2,952,457千円

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △1,067,647千円

圧縮記帳積立金 △24,141千円

繰延税金負債合計 △1,091,789千円

繰延税金資産の純額 1,860,667千円
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 

法定実効税率 42.0％

（調整） 

受取配当金等一時差異ではない項目 0.4％

住民税均等割 △1.4％

税率変更による影響 △3.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.6％
  

 
法定実効税率 42.0％

（調整） 

受取配当金等一時差異ではない項目 △0.5％

住民税均等割 5.6％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.0％
  

３．平成15年３月31日の改正地方税法の公布により、平

成16年４月１日以降に解消が見込まれる一時差異等

に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用

する法定実効税率は、42.0％に代えて40.6％を適用

しています。この結果、繰延税金資産の金額（繰延

税金負債の金額を控除した金額）が100,847千円、

再評価に係る繰延税金資産が1,492千円それぞれ減

少しており、当期費用計上された法人税等の金額が

101,317千円増加しています。 

 

 

（持分法損益等） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 
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【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 

役員の
兼任等

事業上の関
係 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

売掛金 2,646,200

前受金 88,131
商・製品の
販売、不動
産の賃貸等

19,495,409 

長期 
預り金 

561,500

預り金 83,752

親会社 
大和ハウ
ス工業㈱ 

大阪市 
北区 

110,120,483 

住宅等建
物の請
負・販売
不動産の
売買 

直接 
46.7％

間接 
0.9％

兼任 
２名

商・製品の
販売 
事務機器等
のレンタル
不動産の賃
貸 
商品・原材
料の購入 
設備の賃借

固定資産 
取得高 

1,869,300 
長期 
預り金 

1,054,936

 （注）１．取引金額は消費税等を含まず、残高には消費税等を含んで表示しています。 

２．議決権の被所有割合は、100分の50以下ですが、実質的に支配されているため親会社としたものです。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．商・製品の販売、事務機器等のレンタル、不動産の賃貸等については、市場価格、総原価を勘案して

当社希望価格を提示し、一般的取引条件と同様に決定しています。 

２．固定資産の取得高は、展示用建物及びホームセンターの建設であり、見積書の提示を受け、交渉によ

り発注価格を決定しています。支払条件についても一般の設備取引と同様な支払条件となっています。 

 

２．兄弟会社等 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の被所有
割合 

役員の
兼任等

事業上の関
係 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

親会社
の子会
社 

大和シス
テム㈱ 

大阪市 
西区 

984,175 

建物構築物
の設計・請
負・施工管
理 
不動産の売
買 
スーパー銭
湯の運営 

直接 
0.8％

なし
不動産の賃
貸等 

賃貸用不動
産の売却 

986,000 売掛金 1,035,300

 （注） 取引金額は消費税等を含まず、残高には消費税等を含んで表示しています。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．不動産の賃貸等については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、一般的取引条件と

同様に決定しています。 

２．賃貸用不動産の売却は、リースしていたスーパー銭湯の売却であり、売却価格は未経過リース料をも

とに算定しています。 
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当事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 役員の

兼任等
事業上の関
係 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円）

売掛金 2,397,288

前受金 120,407
商・製品の
販売、不動
産の賃貸等

21,045,498 

長期 
預り金 

520,303

預り金 71,752

親会社 
大和ハウ
ス工業㈱ 

大阪市 
北区 

110,120,483 

住宅等建
物の請
負・販売
不動産の
売買 

直接 
49.1％

間接 
0.2％

兼任 
３名

商・製品の
販売 
事務機器等
のレンタル
不動産の賃
貸 
商品・原材
料の購入 
設備の賃借

固定資産 
取得高 

3,127,843 
長期 
預り金 

928,184

 （注）１．取引金額は消費税等を含まず、残高には消費税等を含んで表示しています。 

２．議決権の被所有割合は、100分の50以下ですが、実質的に支配されているため親会社としたものです。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．商・製品の販売、事務機器等のレンタル、不動産の賃貸等については、市場価格、総原価を勘案して

当社希望価格を提示し、一般的取引条件と同様に決定しています。 

２．固定資産の取得高は、展示用建物及びホームセンターの建設であり、見積書の提示を受け、交渉によ

り発注価格を決定しています。支払条件についても一般の設備取引と同様な支払条件となっています。 

 

 

（１株当たり情報） 

前事業年度 当事業年度 

 

１株当たり純資産額 801.46円

１株当たり当期純損失 74.33円

  

 

１株当たり純資産額 890.96円

１株当たり当期純利益 16.68円

  
潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式がないため、記載をしていません。 

          同左 

 （注） １株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 前事業年度 当事業年度 

当期純損益（千円） △1,880,270 410,609 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損益（千円） △1,880,270 410,609 

期中平均株式数（千株） 25,295 24,604 

 



－  － 27

５.販売の状況 

 部門別売上高 

前事業年度 当事業年度 増減（△） 
部  門 

金額（千円） 構成比(％) 金額（千円） 構成比(％) 金額（千円） 前年比(％)

住 器 部 門 19,866,608 52.0 20,856,470 54.2 989,862 5.0 

ｵﾌｨｽ･建設部門 4,985,633 13.0 4,557,066 11.8 △428,567 △8.6 

リ ー ス 部 門 8,160,805 21.3 7,337,770 19.1 △823,035 △10.1 

不 動 産 賃 貸 4,508,975 11.8 4,996,790 13.0 487,815 10.8 

そ の 他 710,780 1.9 722,165 1.9 11,385 1.6 

合  計 38,232,801 100.0 38,470,261 100.0 237,459 0.6 

 

 

６.役員の異動（平成16年６月25日付） 

 

   Ⅰ.新任取締役候補 

取締役 リース事業部長 平田  博 （現 リース事業部長） 

取締役 生産品質管理本部長 岸下 清則 （現 生産品質管理本部長） 

取締役 商品開発本部長 木下 大洋 （現 顧問） 

 

   Ⅱ.退任予定取締役 

取締役  中西 正明 （顧問に就任予定） 

取締役  田中 正憲 （リース事業部営業統括部長） 
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平成１７年３月 決 算 参 考 資 料  
 
 
 
 当 期（ １ ７ 年 ３ 月 期 ）の 業 績 予 想 

( 単 位：百 万 円 )  
           次  期  予  想 

     当  期 
 実  績    対前期比増減 

 
 
科   目 

 
構成比 

対前年比

伸率 

（％） 

  
 中間期 構成比 

  
 通 期 構成比   金 額 率（％） 

 売上高 38,470 100.0%  0.6 19,500 100.0% 40,000 100.0% 1,529 4.0% 

 売上原価 31,213 81.1  1.8 15,600 80.0 32,000 80.0 786 2.5 

 (売上総利益) 7,256 18.9 △4.1 3,900 20.0 8,000 20.0 743 10.2 

 販売費及び一般管理費 6,542 17.0 △2.1 3,550 18.2 7,050 17.6 507 7.8 

 (営業利益)   713 1.9 △18.9 350 1.8 950 2.4 236 33.1 

 営業外収益 65 0.1 △18.2 50 0.3 50 0.1 △15 △23.9 

 営業外費用 4 0.0 63.6 0 0.0 0 0.0 △4 △100.0 

 (経常利益) 774 2.0 △19.1 400 2.1 1,000 2.5 225 29.1 

 特別利益 7 0.0 △96.1 － － － － △7 － 

 特別損失 7 0.0 △99.8 － － － － △7 － 

 (税引前当期純利益)   774 2.0 － 400 2.1 1,000 2.5 225 29.1

 法人税･住民税及び事業税   364 0.9 － 180 1.0 460 1.1 96 26.4

 (当期純利益)   410 1.1 － 220 1.1 540 1.4 129 31.5

 

 
 
 部 門 別 売 上 高 の 予 想 

( 単 位：百 万 円 ) 

           次  期  予  想 
     当  期 

 実  績    対前期比増減 

 
 
    科   目 

 
構成比 

対前年比

伸率 

（％） 

 
 中間期 構成比 

  
 通 期 構成比   金 額 率（％） 

 

    住 器  部 門 20,856 54.2% 5.0 10,550 54.1% 22,000 55.0% 1,143 5.5% 

    ｵﾌｨｽ・建設部門 4,557 11.8 △8.6 2,300 11.8 4,700 11.8 142 3.1 

    リ ー ス 部 門 7,337 19.1 △10.1 3,800 19.5 7,600 19.0 262 3.6

    不 動 産 賃 貸 4,996 13.0 10.8 2,490 12.8 4,980 12.4 △16 △0.3 

    そ  の  他   722 1.9 1.6 360 1.8 720 1.8 △2 △0.3 

     合   計  38,470  100.0 0.6 19,500 100.0 40,000 100.0 1,529 4.0 

 

 
 

 


